
第9章 社会・経済・技術的課題についての影響分析 

 
9.1 社会・経済・技術的課題の選定 

9.1.1 社会的影響の選定 

複数案に対して、事業の実施によって想定される社会的影響を整理し、分析の対象とする社会

的影響を選定した。社会的影響は、表 9.1.1-1 に示すとおりである。 

 

表 9.1.1-1  社会的影響の分析項目 

要素 分析項目 

社会的影響  

① 事業に伴う移転軒数 

② 工事に伴う交通規制の程度 

③ 土地の利用規制の程度 

④ 想定氾濫域の程度 

⑤ 避難回数の程度 

⑥ 流域のまちづくりへの影響 

 

 

9.1.2 経済的影響の選定 

複数案に対して、事業の実施によって想定される経済的影響を整理し、分析の対象とする経済

的影響を選定した。経済的影響は、表 9.1.2-1 に示すとおりである。 

 

表 9.1.2-1  経済的影響の分析項目 

要素 分析項目 

経済的影響  

① 建設事業費の程度 

② 維持管理費の程度 

③ 年平均被害額の程度 

 

 

9.1.3 技術的課題の選定 

複数案に対して、事業の実施によって想定される技術的課題を整理し、分析の対象とする技術

的課題を選定した。技術的課題は、表 9.1.3-1 に示すとおりである。 

 

表 9.1.3-1  技術的課題の分析項目 

要素 分析項目 

技術的課題  

① 発生土砂量 

② 掘削及び横断工作物改築に伴う

河道の安定性 
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9.2 社会的影響の分析 

9.2.1 事業に伴う移転軒数 

(1) 現況分析 

社会的影響として、事業に伴う移転軒数について分析を行った。 

事業に伴う移転軒数は、河川整備事業に伴い、家屋移転が必要となる軒数について、1/2,500

平面図を用いて整理した。 

河川整備事業に伴い、家屋移転が必要となる事業は、以下のとおりである。 

 

＜家屋移転が伴う事業＞ 

① 河道拡幅：河道拡幅事業に伴い現在の家屋が河川用地にかかる場合 

② 築  堤：堤防新設及び完成堤防化事業に伴い現在の家屋が河川用地にかかる場合 

③ 遊 水 地：遊水地事業に伴い現在の家屋が河川用地にかかる場合 

④ 想定ダム：想定ダム事業に伴い現在の家屋が河川用地にかかる場合 

（想定ダム案では、家屋移転は伴わない結果となった） 

 

現状維持案においては、工事を実施しないことから、事業に伴う移転家屋はない。 

 

(2) 影響分析 

各案の事業に伴う移転軒数を表 9.2.1-1 に示した。 

現状維持を除く全ての案で、事業に伴う家屋移転が必要となり、その内訳は、河道対策による

影響が大きく、ダム建設については、今回想定したダムにおいては家屋移転の必要が無く、遊水

地については、全 6遊水地で 28 戸の移転が必要となる。 

掘削優先案と築堤優先案を比較すると、築堤優先案の家屋移転数が大きくなる結果となった。 

 

表 9.2.1-1  事業に伴う移転軒数の程度 

 

 

 

 

 

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

河道対策 0 149戸 210戸 132戸 200戸 140戸 200戸 117戸 158戸 69戸 134戸

ダム建設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

遊水地建設 0 0 0 0 0 28戸 28戸 0 0 0 0

合計 0 149戸 210戸 132戸 200戸 168戸 228戸 117戸 158戸 69戸 134戸

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案
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9.2.2 工事に伴う交通規制の程度 

(1) 現況分析 

河川整備事業を実施する場合、工事に伴う交通規制により、地域社会に影響を与えることが考

えられる。 

揖保川における主要幹線道路（国道、県道、主要道路）及び橋梁（河川に架かる道路橋及び人

道橋）を抽出し、現況における影響分析を実施した。 

なお、ここで対象とした道路は、地域社会に大きな影響を与えると考えられる、主要幹線道路

（国道、県道、主要道路）のみであり、その他の道路については評価の対象外としている。 

ここでの工事に伴う影響とは、主要幹線道路及び橋梁上において、河川整備事業を実施する区

間延長とし、工事実施にあたって必要となる、迂回路及び作業ヤード等についての影響量は評価

の対象外としている。 

 

現状維持案においては、工事を実施しないことから、工事に伴う交通規制は伴わない。 

 

(2) 影響分析 

各案の工事に伴う交通規制の程度を表 9.2.2-1 に示した。 

全ての案で、主要幹線道路上での河川改修事業が伴い、N案が最短で 200m、C案が最長で 2,800m

となり、築堤優先案の交通規制延長は、掘削優先案に対して長くなる傾向が見られる。 

橋梁についても、全ての案で架替が必要となり、その数は、4 橋～8 橋となり、地域に与える

影響は、昭和 45 年 8 月洪水を目標洪水とした場合に影響が大きくなる傾向が見られる。 
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9.2.3 土地の利用規制の程度 

(1) 現況分析（関係市町の土地の利用規制状況について） 

現況の土地利用規制として、関係市町における都市計画区域及び農業振興地域の指定状況につ

いて整理した。 

 

① 都市計画区域の状況 

関係市町における都市計画は、姫路市、たつの市、太子町及び宍粟市山崎町が都市計画区域

に指定されており、宍粟市山崎町以外は、都市計画区域指定がなされていない。 

 

② 農業振興地域の状況 

揖保川沿川における農業振興地域の指定状況は、沿川の広い範囲の低平地部が、総合的に農

業振興を図るべき地域として指定されている状況である。 
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図 9.2.3-1　　兵庫県都市計画区域図

出典：兵庫県ＨＰより
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掘
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築
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先

土地利用規制 － － － － － 遊水地 遊水地 － － － －

遊水地面積 － － － － － 163ha 163ha － － － －

遊水地内家屋数 － － － － － 28戸 28戸 － － － －

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案

(2) 影響分析（遊水地の土地利用について） 

河川改修を行う上で土地利用規制の影響を大きく受ける事業としては、遊水地がある。 

ここでは、遊水地の土地利用規制について、手法別に整理する。 

 

なお、遊水地内の宅地及び遊水地周囲堤にかかる部分の用地については、全面買収とする必要

があり、ここでの土地利用は、遊水地内に残る土地を対象とする。 

 

a) 全面買収方式 

・遊水地内の農地を全面買収する方式 

国が全面買収を行い河川区域として指定する。国有地となるため占有許可がなければ土地

利用を行うことができなくなる。 

 

b) 使用規制方式（多くの遊水地で採用されている手法） 

・地役権設定を行う方式 

淀川水系木津川での上野遊水池事業の事例では、地権者に対して地価の 30%の地役権補償

を行う。これに伴い遊水地内の土地所有者は浸水及び冠水を容認するとともに、遊水地機

能の保全の妨げとなる建物等の建築の禁止、土地の掘削等の制限などの規制を受ける。 

 

 

 

表 9.2.3-4  土地利用規制の程度 
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9.2.4 想定氾濫域の程度 

(1) 現況分析 

現況河道において、目標洪水として設定した昭和 45 年 8 月洪水、昭和 47年 7 月洪水、昭和 51

年 9 月洪水が再度来襲した場合に想定される、想定氾濫域の程度について分析を行った。 

 
1) 現況分析方法 

① 堤防決壊地点について 
現況河道において、目標洪水として設定した昭和 45 年 8 月洪水、昭和 47 年 7 月洪水、

昭和 51 年 9 月洪水が来襲した場合に、河道疎通能力を越える全ての地点で堤防決壊を想

定した。 

なお、堤防決壊の判断にあたっては、堤防決壊地点上流での堤防からの越水及び無堤防

部からの溢水を考慮した。 
また、ダム等の洪水調節施設については、現行ダム操作ルールを適用した。 
 

② 氾濫シミュレーションの実施 
①での評価結果を踏まえ、堤防が決壊する可能性がある全地点において、1 箇所ごと個
別に堤防決壊した場合の氾濫シミュレーションを実施した。 

 
③ 想定氾濫域の整理 
②での氾濫シミュレーション結果について最大包絡した氾濫想定区域に対して、氾濫面

積及び氾濫区域内の世帯数を整理した。 
 

2) 現況分析結果 

現況河道に昭和 45 年 8 月洪水、昭和 47 年 7 月洪水、昭和 51 年 9 月洪水が来襲した場合

の氾濫面積及び氾濫区域内世帯数を表 9.2.4-1 に、想定氾濫区域図を図 9.2.4-2 に示した。 

 
表 9.2.4-1  現況河道における想定氾濫域の程度 

 
 
 
 

 昭和 45年 8 月洪水 昭和 47年 7 月洪水 昭和 51年 9 月洪水

氾濫面積 833ha 506ha 1,238ha 

氾濫区域内世帯数 1,742 世帯 606 世帯 5,695 世帯 
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(2) 影響分析 

1) 影響分析方法 

影響分析の方法は、現況分析と同じ方法とした。 
なお、想定ダム及び遊水地案については、想定施設による洪水調節効果を考慮した。 

 
2) 影響分析結果 

各案の想定氾濫域の程度を表 9.2.4-3 に示した。 

① 昭和 45年 8月洪水来襲時の影響分析結果 
・目標洪水が昭和 45 年の B～G案は、想定氾濫域はない。 

・目標洪水が昭和 47 年の H,I 案は、揖保川下流部での被害が他案と比べ大きい。 

・目標洪水が昭和 51 年の N,O 案は、揖保川上流部での被害が他案と比べ大きい。 

② 昭和 47年 7月洪水来襲時の影響分析結果 
・目標洪水が昭和 45,47 年の B～G,H,I 案は、想定氾濫域はない。 

・目標洪水が昭和 51 年の N,O 案は、揖保川上流部での被害が生じる。 

③ 昭和 51年 9月洪水来襲時の影響分析結果 
・目標洪水が昭和 45,47 年の B～G,H,I 案は、特に揖保川下流域で被害が生じる。 

また、目標洪水が昭和 51 年の N,O 案と比べた場合、揖保川中上流部において河道の

流下能力が高くなるため、下流部での被害が大きくなる。（揖保川中上流部の整備に

より、下流部の被害が大きくなる） 

・目標洪水が昭和 51 年の N,O 案は、想定氾濫域はない。 

④ 総合評価 
・目標洪水を昭和 45 年洪水とした場合、揖保川中・上流域での被害は大きく軽減され

るが、昭和 51 年洪水が来襲した場合には、下流部では大きな被害が発生する。また、

この場合、揖保川中・上流部の河川改修を実施することにより、下流部では現況と比

べて大きな通過流量をもたらし、整備後の被害額が現況より大きくなる結果となる。 

・昭和 51 年洪水は揖保川下流域を中心とした降雨であったことから、上流域に想定し

た想定ダム及び揖保川中上流部に想定した遊水地の効果は小さい。 
・築堤優先案と掘削優先案を比較した場合、掘削優先案の被害が小さくなる傾向にある。

これは、掘削優先案は築堤優先案と比べて河道の水位を低く抑える河川改修方法であ

ることから、被害ポテンシャルの観点では、築堤優先案が高いことや、今回の各案の

整備状況の場合、対象とした規模の洪水に対しては、築堤優先案の河道通過流量が大

きくなるためであると考えられる。 
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表 9.2.4-3  想定氾濫域の程度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

浸水面積(ha) 833 0 0 0 0 0 0 542 800 579 665

浸水世帯(世帯) 1,742 0 0 0 0 0 0 1,421 1,834 815 956

浸水面積(ha) 506 0 0 0 0 0 0 0 0 168 248

浸水世帯(世帯) 606 0 0 0 0 0 0 0 0 137 211

浸水面積(ha) 1,238 663 925 663 923 663 905 904 966 0 0

浸水世帯(世帯) 5,695 2,748 5,360 2,748 5,360 2,748 5,256 5,198 5,362 0 0

目標洪水
(S51.9洪水)

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案

S45洪水

S47洪水

項目

S51洪水
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9.2.5 避難回数の程度 

(1) 現況分析 

現況河道において、避難回数の程度がどのような状況にあるかについて、現況分析を行った。 
 

1) 現況分析方法 

① 避難が必要となる流量の設定 

・有堤部：堤防が決壊する可能性がある高さ（堤防天端高－計画余裕高）相当の流下能力 

・無堤部：家屋敷高相当の流下能力 

・複数案における避難が必要となる流量については、整備目標流量を避難が必要となる流

量として設定した 

なお、上記評価については、被害発生の可能性が生じる高さの目安として設定したもので

あり、上記流量を超過した場合に直ちに被害が発生するとは限らない。 

 

② 避難回数のカウント方法の考え方 

避難回数は、既往洪水に対して過去に何回避難が必要となる流量を超過したかについて、

評価を実施することを基本とする。 

 

③ 避難回数の具体的評価方法 

a) 揖保川、中川、元川、引原川 

・昭和 38 年～平成 17 年の洪水を対象として流出計算を実施し、②での評価流量を超過

する回数をカウント 

・過去 43年間と同じ洪水が発生した場合に、避難が必要となる回数を評価 

評価方法：避難回数／43年間 

b) 林田川 

・昭和 53 年～平成 17 年（4 年間は欠測）の林田川構水位観測所の実績流量について、

②での評価流量を超過する回数をカウント 

・過去 24年間と同じ洪水が発生した場合に、避難が必要となる回数を評価 

評価方法：避難回数／24年間 

c) 栗栖川 

・平成 5年～平成 17年（1年間は欠測）の栗栖川東栗栖水位観測所の実績流量について、

②での評価流量を超過する回数をカウント 

・過去 12年間と同じ洪水が発生した場合に、避難が必要となる回数を評価 

評価方法：避難回数／12年間 

 

2) 現況分析結果 

現況河道に既往洪水が発生した場合の避難回数は、271 回となった。 
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(2) 影響分析 

1) 影響分析方法 

影響分析の方法は、現況分析と同じ方法とした。 
なお、想定ダム及び遊水地案については、想定施設による洪水調節効果を考慮した。 

 
2) 影響分析結果 

複数案に対する整備を実施することにより、避難回数の程度がどのようになるかについて

評価を行い、各案の総避難回数の程度を表 9.2.5-2 に示した。 

 
 
 

表 9.2.5-2  総避難回数の程度 

（過去 43年間、氾濫想定地区 50 地区の延べ想定避難回数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：回

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

総避難回数 271 62 62 62 62 62 62 131 131 146 146

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案
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9.2.6 流域のまちづくりへの影響 

(1) 現況分析 

流域のまちづくりの現状を把握することを目的として、関係市町の総合計画における河川事業

との関連事業及び計画目標等を調査した。 

 

① たつの市総合計画 

たつの市総合計画における記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、下記観点を考慮した河川整備を行う必要があると言える。 

・自然環境の保全 

・市民の体力向上の場を河川敷に整備 

 

② 太子町総合計画との整合性 

太子町総合計画における記載 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、下記観点を考慮した河川整備を行う必要があると言える。 

・治水安全度の向上 
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③ 宍粟市総合計画との整合性 

宍粟市総合計画における記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、下記観点を考慮した河川整備を行う必要があると言える。 

・環境に配慮した河川改修 

・清流環境の保全 

・良質な水辺環境を活かした親水空間の整備 

・治水安全度の向上 
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④ 姫路市総合計画との整合性 

宍粟市総合計画における記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、下記観点を考慮した河川整備を行う必要があると言える。 

・治水安全度の向上 

・河川環境の整備 

・遊歩道・花壇等の河川公園の整備 

 

(2) 影響分析 

河川整備事業が流域のまちづくりに与える影響について、関係市町の総合計画と照らし合わせ

ることにより評価した。 

関係各市の総合計画を確認した結果、例えば自然環境の保全等、本分析報告書での評価項目と

同一の事項である結果となった。 

築堤優先案においては、築堤事業を実施することにより、堤内地で宅地開発が進む等、流域の

まちづくりに対して影響を与える可能性がある。 
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9.3 経済的影響の分析 

9.3.1 建設事業費の程度 

複数案に対する整備を実施することにより、建設事業費がどの程度必要になるかについて

評価を行い、各案の建設事業費の程度を表 9.3.1-1 に示した。 

 
① 洪水調節施設の影響分析結果 

・想定ダム事業費は、約 420 億円、遊水地は全 6遊水地で、約 290 億円となる。 

（遊水地案における事業費は、地益権設定を行った場合を想定して、地価の 3割の費用

を用地費として計上した） 

・洪水調節施設を設けた場合においても、河道事業費の低減分は洪水調節施設費用に対し

て小さい。 

 

② 掘削優先案と築堤優先案の影響分析結果 

・昭和 45 年洪水規模の河道改修を実施した場合、建設事業費は、若干築堤優先案が高く

なる傾向にある。 

・昭和 47,51 年洪水規模の河道改修を実施した場合、建設事業費は、築堤優先案が安くな

る傾向になる。 

 

表 9.3.1-1  建設事業費の程度 

 

 

単位：億円

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

河道事業費 0 1,187 1,190 1,109 1,127 1,096 1,109 798 609 823 594

ダム事業費 0 0 0 419 419 0 0 0 0 0 0

遊水地事業費 0 0 0 0 0 290 290 0 0 0 0

合計 0 1,187 1,190 1,528 1,546 1,386 1,399 798 609 823 594

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案
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9.3.2 維持管理費の程度 

維持管理費の算出方法は、以下の考え方によるものとした。 
 

① 築堤に伴う除草費：堤防整備状況により異なる 

＜下記による評価を実施＞ 

堤防整備延長×堤防法長（堤防表法長＋堤防裏法長の平均的値）×単価（m2） 

 

② 遊水地維持管理費：約 0.5 億円／年 

＜下記による評価を実施＞ 

築堤に伴う除草費用を計上 

堤防整備延長×堤防法長（堤防表法長＋堤防裏法長の平均的値）×単価（m2） 

 

③ 想定ダム維持管理費：約 1.5 億円／年（近隣ダム実績維持管理費と同額を想定） 

 
表 9.3.2-1  維持管理費の程度（新たに要する維持管理費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：万円

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

新規維持管理費 堤防除草費用 0 1,000 2,200 700 2,000 800 2,000 300 1,300 300 1,300

遊水地堤防除草費用 0 0 0 0 0 5,100 5,100 0 0 0 0

想定ダム管理費 0 0 0 15,000 15,000 0 0 0 0 0 0

0 1,000 2,200 15,700 17,000 5,900 7,100 300 1,300 300 1,300合計

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案
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9.3.3 年平均被害額の程度 

(1)年平均被害額 

1) 現況分析方法 

“治水経済調査マニュアル（案） 国土交通省“に準拠し、現況に対する年平均被害額の程
度について評価を実施した。 

 
※ 年平均被害額（1年当たりに受けると想定される被害額）の算定 

年平均被害額は、無害確率（最小流下能力相当の確率規模）から計画規模(1/100 年確率)

までの氾濫シミュレーションにより得られた被害額に年平均生起確率を乗じ、これらの被

害額を累計することにより算定した。 

 
2) 現況分析結果 

現状維持案における、年平均被害額を、表 9.3.3-2 に示す。 

 

(2) 影響分析 

1) 影響分析方法 

影響分析の方法は、現況分析と同じ方法とした。 
 

2) 影響分析結果 

複数案に対する整備を実施することにより、年平均被害額がどの程度となるかについて評

価を行い、各案の年平均被害額の程度を表 9.3.3-2 に示した。 

 
① 目標洪水が昭和 45 年の B～G案についての分析結果 
・D,E,G 案については、現況に対して年平均被害額が小さくなる。想定ダム案である D,E

案については、河道整備を実施していない地先に対しても、一定の治水効果を発揮し

ている。 

・B,C,F 案については、整備を実施するにもかかわらず、年平均被害額が大きくなる。

これは、揖保川中上流部の河道整備を行うことにより、下流部の通過流量が増大し、

資産集中の下流部での被害ポテンシャルが大きくなるためであると考えられる。 

② 目標洪水が昭和 47 年の H,I 案についての分析結果 
・I 案については、現況に対して年平均被害額が小さくなるが、H 案は整備を実施する

にもかかわらず、年平均被害額が大きくなる。これは、揖保川中上流部の河道整備を

行うことにより、下流部の通過流量が増大し、資産集中の下流部での被害ポテンシャ

ルが大きくなるためであると考えられる。 

・H 案と I 案を比較した場合、揖保川中上流部の堤防満杯における流下能力は掘削優先

である H案が大きくなるため、H案の被害額が大きくなると考えられる。 

③ 目標洪水が昭和 51 年の N,O 案についての分析結果 
・N,O 案ともに、現況に対して年平均被害額が小さくなる。これは、揖保川中上流部の

河道整備が N,O 案は、他の案と比べて少ないため、下流部の通過流量が増加量は少な

いためと考えられる。 
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・N 案と O 案を比較した場合、揖保川中上流部の堤防満杯における流下能力は掘削優先

である N案が大きくなるため、N案の被害額が大きくなると考えられる。 

 
 

 
表 9.3.3-2  年平均被害額の程度 

 
 

単位：億円

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

年平均被害額 120 150 170 80 90 150 90 150 120 110 80

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案
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9.4 技術的課題の分析 

9.4.1 発生土砂量 

(1)分析方法 

ここで評価を行う土砂量は、以下の考え方で算定した。 

 

① 発生土砂量：河道掘削により発生する土砂量 

・200m ピッチ河川横断面での掘削量に河川の区間延長を乗じて算定 

・掘削土砂については、堤防整備等の事業に再利用することも考えられるが、再利用でき

ないことを想定して全てを残土として評価した 

② 築堤土砂量：築堤により必要となる土砂量 

・200m ピッチ河川横断面での築堤量に河川の区間延長を乗じて算定 

・掘削土砂を再利用できた場合の参考値として記載 

③ 遊水地築堤土量：遊水地の周囲堤建設により必要となる土砂量 

・周囲堤延長に平均的周囲堤横断構造を乗じて算定 

・掘削土砂を再利用できた場合の参考値として記載 

・遊水地については、遊水地底面を掘削しないことから発生土砂量は無いものとした 

 

 (2) 分析結果 

複数案に対する整備を実施することにより、発生土砂量がどの程度となるかについて評価

を行い、各案の発生土砂量の程度を表 9.4.1-1 に示した。 

 

・目標洪水が昭和 45 年の掘削優先案 B,D,F 案における掘削土砂量は、極めて多い。 

・目標洪水が昭和 45 年の築堤優先案 C,E,G 案における掘削土砂量は、掘削優先案の 6 割程

度となる。 

・目標洪水が昭和 47,51 年の築堤優先案 I,O における掘削土砂量は、少ない。 

・目標洪水が昭和 47,51 年の掘削優先案 H,N における掘削土砂量は、掘削優先案の 2割程度

となる。 

 

表 9.4.1-1  発生土砂量の程度 

 

 

 

 

単位：万m3

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘削土砂量 0 363 247 331 200 314 186 201 34 218 40

盛土土砂量 0 45 87 34 84
216

(遊水地:182)
267

(遊水地:182)
16 57 14 51

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案
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9.4.2 掘削及び横断工作物改築に伴う河道の安定性 

(1) 現況分析 

河川整備を行うにあたり、掘削及び横断工作物改築に伴う河床の変動状況について現況分析を

行った。 
 

1) 現況分析方法 

ここで評価を行う掘削及び横断工作物改築に伴う河床の変動状況は、以下の考え方で行った。 

基本的な考え方については、「河道計画検討の手引き 財団法人国土技術研究センター」に準

じた。 

なお、下記指標は、洪水の発生頻度等を鑑み、平均年最大流量で評価することが一般的であ

るが、本検討においては、流量規模別の評価も実施している。 

＜河床の変動状況の評価手法＞ 

① 無次元掃流力（τ*）による評価 

無次元掃流力が上下流に比べて小さい箇所は堆積傾向に、大きい場合は洗掘傾向にあ

ると判断される。 

また、無次元掃流力が 0.05 程度の場合は河床高の変化量が少なく、これより小さい

場合は堆積傾向に、大きい場合は洗掘傾向にあると判断される。 

 

② 摩擦速度（ｕ*）による評価 

現況河道における河床高の変化量が少ない傾向にある場合、整備後のｕ*が現況河道

のｕ*の0.85～1.15倍の範囲であれば、整備後の河床高の変化量も少ないと判断される。 

 

③ 砂州発生領域による評価 

河積確保のために低水路の拡幅や河床掘削を行った場合、砂州のモードが変化し、河

床形態が単列砂州（交互砂州領域）から多列砂州（複列砂州領域）に変化する場合があ

る。揖保川の現況河道は概ね単列砂州領域であり、多列砂州領域へモード移行すると、

河床高の変化量が多くなると判断される。 

 

図 9.4.2-1  砂州の発生領域区分図 
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2) 現況分析結果 

現状維持案河道における、低水路内の平均的な河床高の変化量は、近年少ないことが確認さ

れている。 

 

(2) 影響分析 

1) 影響分析方法 

影響分析の方法は、現況分析と同じ方法とした。 
 

2) 影響分析結果 

複数案に対する整備を実施することにより、掘削及び横断工作物改築に伴う河床の変動状

況について影響分析を行い、評価結果を表 9.4.2-2 に示した。 

 

＜河床高の変化量の評価＞ 

① 無次元掃流力（τ*）による評価 

・平均年最大流量に対するτ*縦断図により、河床の縦断的変化の状況を確認した結果、複

数案全案について、掘削区間に対するτ*は概ね 0.05 付近を推移し、かつ、上下流区間に

対しても不安定な傾向を示すことが無い結果となった。 

これは、流下能力不足箇所を局所的に掘削するのではなく、河床の縦断的変化を少なくす

ることが可能な掘削方法を採用したことによるものと言える。 

・同一の河道特性区間毎に、流量規模別τ*より河床の変動状況について確認した結果、複

数案全案について、現況河道に対してτ*が大きくなった。特に平均年最大流量を超える

洪水に対しては、若干ではあるものの洗掘傾向が高まる結果となった。 

 

② 摩擦速度（ｕ*）による評価 

・同一の河道特性区間毎に、流量規模別ｕ*より河床の縦断的変化の状況を確認した結果、

複数案全案ともに、現況河道に対してｕ*が著しく変化する傾向はなく、河床の変化量は

少ない傾向にあると考えられる。（整備後のｕ*が現況河道のｕ*の0.85～1.15倍の範囲に

収まっている） 

 

③ 砂州発生領域による評価 

・同一の河道特性区間毎に、砂州の発生領域を確認した結果、複数案全案は、現況河道に対

する砂州領域からモード変更は見られない結果となり、河床の変化量は少ない傾向にある

と考えられる。 

 

表 9.4.2-2  掘削及び横断工作物の改築に伴う河床高の変化量 

 
 
 
 
 

案B 案C 案D 案E 案F 案G 案H 案I 案N 案O

現
状
維
持

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

+
ダ
ム

築
堤
優
先

+
ダ
ム

掘
削
優
先

+
遊
水
地

築
堤
優
先

+
遊
水
地

掘
削
優
先

築
堤
優
先

掘
削
優
先

築
堤
優
先

河床高の変化量 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない 少ない

目標洪水
(S51.9洪水)

項目

目標洪水
(S45.8洪水)

目標洪水
(S47.7洪水)

A案

9-27


